

































































イリノイ州における、シカゴ市対リーブズ事件（City of Chicago v. 





















































































































てきた。インディアナ州対スウィフト事件（State v. Swift） ［原注 118］に
おいては、1880 年に提出され、賛成票 169,483 票、反対票 152,251 票
を獲得した修正案の有効性が争点に含まれた。その投票における投票総数












ex rel. Blair v. Brooks） ［原注 120］において、1908 年に提出された修正
案の有効性が争点となった。その投票では、37,561 票の投票がなされ、




当該投票で全投票の過半数（majority of all votes cast）にも達していなかっ
たため、承認されなかったとし、承認されるためには選挙権者総数の過半







され、裁判所は「選挙権者の過半数（majority of the electors）」とは「投




挙権者の過半数（a majority of the voters present and voting）」を必要として
いたが、ミネソタ州最高裁判所は、これを「現住の、修正案に投票する選









数の賛成が必要な州には、修正案の投票者全員の 5 分の 3 の賛成を必要




















実は、1881 年以降、偶数年のうち 2、3 年は必ず憲法修正案がこの州で























られない可能性が高い。1900 年には投票者の 60% 近くがこの提案を支
持したのであるが、1906 年には支持した投票者は 9% を下回った。アー
カンソー州では、1908 年に提出された 2 つの提案は、それぞれ以前にも
提出されており、その承認の問題で不十分な得票数のため成立に失敗して
いたものであった。ミネソタ州の教育資金への拠出に関する提案は、強い























































































































































政党支持制度の下で、ネブラスカ州では、1906 年には 1 度、1908 年に
は 2 度の憲法修正が可能となった。オハイオ州では、このプランは 1903
年と 1905 年の選挙で採用されたが、1908 年に法律は廃止され、1908 年 11
月の選挙では利用できなくなった。1903 年には 5 つの州憲法修正案がオハ
イオ州で提出されたが、5 つの提案のうち 2 提案（カウンティの代表およ
び株主の責任に関する提案）は、共和党と民主党の双方により支持された










































































































正案に投票する有権者の 5 分の 3 の賛成票で承認されなければならないと
している。こういう要件であらば、そうでなければ採択されてしまうであ
ろう多くの修正案を打ち負かすことになる。1903年にニューハンプシャー
州で提出された 10 個の修正のうち、5 つは、過半数の賛成票があったに
もかかわらず、3 分の 2 を得なかったことを理由に承認されなかった。




































































































えている旨宣言したが、第 X 条第 5 項に矛盾する規定を暗黙的に廃止し
たものであるとして、この修正を支持した。
今 1 つの興味深い点は、直接に矛盾する 2 つの修正案が同じ選挙で承認
された場合に与えられる効果についてである。1889 年にネブラスカ州立法























ある。「憲法の 1 つの節が同時に 2 つの異なる修によって修正され、承認さ
れた修正が直接に抵触するものであり、かつ、いずれを憲法の一部とするか、
あるいは、調整することができない場合は、双方を不成立としなければな


















































































































































































































































法の修正が採択され、立法部の会期が 40 日から 90 日に延長された。

























































































が、連邦下級裁判所の 2 つの判例である。スミス対グッド事件（Smith v. 






















































































































































































































































































注 210］1904 年にはモンタナ州で、そして 1907 年にはオクラホマ州で、







では 1902 年に、モンタナ州では 1904 年に、そしてオクラホマ州では
1907 年に、州および地方自治体の公共事業における一日 8 時間労働を定
める憲法の規定が採択された。カリフォルニア州では、司法部の承認を得
られるような予備選挙法（primary election law）の制定に向けた立法府の










































ニング業における女性の 10 時間労働制、［原注 218］製パン業における
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ダコタ州、1900 年にユタ州、［原注 231］1902 年と 1906 年にオレゴ


















































































































































































ミシガン州立法部による、1874 年の憲法改正案の提出であり、もう 1 つ

































年、1854 年、1873 年、1881 年、および 1894 年にニュージャージー
州において継続実施され、ニューヨーク州では 1872 年から 72 年にかけ
て、および 1890 年に、ミシガン州では 1873 年に、メイン州では 1875






である。［原注 250］1872 年から 73 年にかけてと、1890 年に行われた
ニューヨーク州の憲法委員会については、修正案の提案において立法部を
支援するために憲法委員会が利用された例として、もう少し詳しく説明す























































（105）220 Ill., 274 (1906). 次も参照のこと Wilson v. Board of Trustees, 133 Ill., 443
（106）State ex rel. Hudd v. Timme, 54 Wis., 318 (1882). 
（107）Lobaugh v. Cook, 127 Iowa, 181 (1905).
（108）People v. Sours, 31 Colo., 369 (1903). この問題については、次も参照のこと State 
ex rel. Morris v. Mason, 43 La. Ann., 590 (1891); State ex rel. Adams v. Herried, 10 S.D.,109 
(1897); Gabbert v. Chicago, Rock Island and Pacific Railway Co., 171 Mo., 84 (1902); 
Hubbard v. Railroad Co., 173 Mo., 249 (1903); State v. Board of Commissioners, 34 Mont., 
426 (1906). 
（109）State v. Powell, 77 Miss., 543 (1900).
（110）100 Pac. 97 (Idaho, 1909). また、以下の点にも注意を払う必要がある。Lozier v. 

















People, 44 Mich., 265; Chase v. Board of Election Commissioners, 151 Mich., 407; Tecumseh 
National Bank v. Saunders, 51 Neb., 801; Commonwealth v. Griest, 196 Pa. St., 396, 415-418; 





ニュージャージー州では、1897 年、1903 年、1909 年に修正案に関する特別投票が
行われた。この投票は 9 月に行われ、翌 11 月には州の通常選挙が行われた。1897
年の特別選挙では、投票率は通常選挙の場合の半分以上、1903 年の通常選挙では、
わずか 12% 強しかなかった。そして、1909 年の総選挙では、その 20% にも満たなかっ
た。ニュージャージー州のフォート知事は、1908 年の教書において、通常選挙の際
に投票を実施することができる旨の州憲法修正案の採択を促すに至った。
（114）Idaho Laws, 1905, p. 315. Maine Laws, 1905, ch. 135. Missouri Laws, 1909, p. 492. 
New York Consolidated Laws, 1909, ii, 978. South Dakota Laws, 1899, p. 88. Wyoming 
Laws, 1909, p. 27. アイダホ州法の運用に関する論説の中で、同州のホン・バートン・
エル・フレンチ（Hon. Burton L. French）は、次のように述べている。「諸氏は、最
初の 3 回の選挙（1900 年、1902 年、1904 年）では、ほとんどの人が修正案に全く







Company v. Attorney-General, 148 Mich., 563; State v. Winnett, 78 Neb., 379, 394; 
Russell v. Croy, 164 Mo., 69, 95-97; Worman v. Hagan, 78 Md., 166; Lovett v. 
Ferguson, 10 S. D., 45, 56; McBee v. Brady, 100 Pac., 97, 104 (Idaho, 1909); People v. 





われる。Armstrong v. Berkey, 99 Pac., 921. も参照のこと。
（116）参照。Bott v. Secretary of State, 62 N. J. Law, 107; 63 N. J. Law, 300; および Itasca 
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Independent School District v. McElroy, 123 S. W., 117; 124 S. W., 1011 (Texas). また、State 




（118）69 Ind., 505 (1880).
（119）In re Denny, 156 Ind., 104 (1901). 
（120）99 Pac., 874 (1909).
（121）Green v. State Board of Canvassers, 5 Ida., 130 (1896).
（122）Dayton v. City of St. Paul, 22 Minn., 400 (1876). 同様の文言は、1890 年ミシシッ
ピ州憲法にも存在するが、そこでは反対の解釈をしている。
（123）現在のミネソタ州憲法で採用されている文言の解釈については、State v. 











（125）State v. Babcock, 17 Neb., 188. Tecumseh National Bank v. Saunders, 51 Neb., 801. 
State v. Foraker, 46 Ohio St., 677. State v. Powell, 77 Miss., 543. Rice v. Palmer, 78 Ark., 




（127）Lobingier, The People’s Law, P. 344. また、次を参照のこと。a letter of Charles B. 
Letton in the Omaha Bee, Oct. 5, 1902, お よ び　Nebraska Blue Book, 1899-1900, pp. 
280-291.
（128）イリノイ州については次を参照のこと。Prof. J. W. Garner, in Proceedings of the 
American Political Science Association, 1907, p. 171.
（129）1819 年、1865 年、1867 年のアラバマ州憲法にも同様の規定が存在した。





（131）この事実は、アイダホ州の裁判所における Green v. State Board of Canvassers, 5 Ida., 












ならないのであろうか。」State v. Laylin, 69 Ohio St., 14. の判示も参照のこと。






については、Lozier v. Alexander Drug Co., 99 Pac., 808. を参照のこと。
（133）Nebraska Laws, 1901, P. 341.
（134）Ohio Laws, 1902, pp. 352-353; 1908, p. 120.
（135）Nebraska Laws, 1907, p. 217; 1909, p. 54. Cobbey’s Annotated Statutes, 1909, secs. 
5808, 5819, 5837, 5895, 6956-6969.
（136）Ohio ex rel. Sheets v. Laylin, 69 Ohio St., 1, 14 (1903).














に対する州民投票についてのさらなる議論は、本書 275 頁 -278 頁を参照のこと。
（140）Lincoln, Constitutional History of New York, ii, 576-577.
（141）これらの事例については、Rhode Island Manual, 1909, pp. 134-138, および 
Colby’s Manual of the Constitution of New Hampshire, 228, 238. を参照のこと。
（142）禁酒を定めた州憲法の修正案の投票数は 92,302 で、反対は 84,304 であった。
（143）禁酒を定めた州憲法の修正案の判例 , 24 Kan., 700, 721. 次も参照のこと。
Bott v. Secretary of State, 62 N. J. Law, 127, 129; 63 ibid., 300; また Itasca Independent 










の規定を変更する権限を持たない。」 McBee v. Brady, 100 Pac., 97, 105. また、以下
も参照のこと。Hays v. Hays, 5 Ida., 154, and Kingsbury v. Nye, 99 Pac., 985.




（146）State v. Kyle, 166 Mo., 287. では、多くの事例が報告されている。また、次も参照
のこと。Wilson 2. State, 15 Tex, App., 150; In re Joslyn’s Estate, 117 Mich., 442; People v. 
Supervisors, 100 III., 495, および以下に引用されている諸判例。Century Digest, x, 1236; 
Decennial Digest, iv, 1560, and in American and English Encyclopaedia of Law, vi, 909. 
　　（ここでは、完全な新憲法がいつ発効するのかという問題に簡単に言及するとよ
いであろう。州憲法案が州民の承認を得るために提出される場合、当然ながら、そ
の承認が得られるまでは、当該州憲法は効力を有しない。State v. Mayor, 32 La. 












成されるまでは、実際には「州」の憲法ではない。Secombe v. Kittelson, 29 Minn., 
555. Scott v. Detroit Young Men’s Society’s Lessee, 1 Doug. (Mich.), 119. Scott v. Jones, 5 








までは有効ではないという反対主張は裁判所で却下されたのである。In re Deckert, 
2 Hughes (U. S.), 183. Pemberton v. McRae, 75 N. C., 497. Campbell v. Fields, 35 Tex., 
751. Peak v. Swindle, 68 Tex., 242. State v. Williams, 49 Miss., 640. See also Foster v. 
Daniels, 39 Ga., 39. この件に関する論説は、Central Law Journal, vol. 69, pp. 441-443, 
また、議論につき、Jameson, Constitutional Conventions, 4th ed., 197-200.
（147）このケースでは、修正案は不適切に提案されたものであり、したがって、た
とえ立法部が承認したとしても有効な修正案ではないと主張された。South Carolina 
House Journal, 1906, pp. 47-49.
（148）State v. Twin City Telephone Co., 104 Minn., 270.
（149）Bray v. City Council of Florence, 62 S. C., 57 (1901).
（150）In re Senate File No. 31, 25 web., 864, 879. 
（151）McBee v. Brady, 100 Pac., 97; Utter v. Moseley, 100 Pac., 1058 (1909).
（152）Green v. Weller, 32 Miss., 650; 33 Miss., 735 (1856).
（153）Worman v. Hagan, 78 Md., 152 (1893). また、Miles v. Brad- ford, 22 Md., 170 (1864). も
参照。
（154）エリオット裁判官（Judge Elliott）は Worman v. Hagan の判旨を批判し、













れているが、ここでも、Worman v. Hagan 事件を参考にするならば、この問題は、
司法のコントロールを超えるものと思われる。
（155）Bott v. Secretary of State, 62 N. J. Law, 107, 130. また、61 N. J. Law, 163, および
State v. Swift, 69 Ind., 523, 524. も参照のこと。類似する視点を示す他の事案として、
Dennett’s Case, 32 Me., 508 (1851).　を参照。
（156）Bott v. Wurts, 63 N. J. Law, 289. 
（157）修正の手続過程に対する司法のコントロールの発達の経緯を簡単にたどるこ





択されたか否かを判断し、司法部門はその判断に従ってきた。」State v. McBride, 4 
Mo., 303 (1836) は、修正案の有効性を司法部が審査する権限を主張した最初の事
件であり、ここでは修正案が支持された。同様に、Green v. Weller, 32 Miss., 650 
(1856) お よ び Dayton v. St. Paul, 22 Minn., 400 (1876). Miles v. Bradford, 22 Md., 
170 (1864) ではこの権限を否定した。Brittle v. People, 2 Neb., 198, 214. も参照。 
Collier v. Frierson, 24 Ala., 100 (1854) は、1880 年以前の事件で唯一、修正案が不
適切に採択されたために無効とされたケースである。1880 年以前は、修正案の適
切な採択をめぐる事件は、わずか 6 件にすぎなかった。1890 年までに裁判所に持
ち込まれた該当事件は、おそらく 20 件もなかったであろう。1890 年からは、頻
繁に事件が発生し、裁判所は修正の手続過程のすべての段階について、有効な監督
役を演じてきた。ここで検討されている問題は、司法ではなく政治的なものである
という見解については、チャールズ・ブラッドレー裁判官（Judge Charles S. 
Bradley）の Report of the American Bar Association, 1883, p. 32. の論評を参照のこと。
（158）State v. Powell, 77 Miss., 543 (1900). Bott v. Wurts, 63 N. J. Law, 289 (1899). 
McConaughy v. Secretary of State, 106 Minn., 392 (1909). See also Koehler v. Hill, 60 Ia., 
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543; Gabbert v. R. R. Co., 171 Mo., 84; Kadderly v. Portland, 44 Ore., 118; Knight v. Shelton, 
134 Fed., 423; Rice v. Palmer, 78 Ark., 432; Miller v. Johnson, 92 Ky., 589; McBee v. Brady, 





（159）106 Minn., 407; 77 Miss., 551, 552, 567.
（160）1902 年に採択されなかったミシシッピ州の修正案では、上に引用した文言を
修正して、「立法部において明らかになった場合は（if it shall appear to the 
legislature）」とすることを求めていた。現在のミシシッピ州憲法と同様の文言は、
アラバマ州、ケンタッキー州、メイン州、テキサス州の憲法にも見られる。
（161）106 Minn., 409, 410.
（162）Rich v. Board of State Canvassers, 100 Mich., 453 (1894). McConaughy v. 
Secretary of State, 106 Minn., 392 (1909). 
（163）31 Colo., 369, 376, 388, 390. See also Edwards v. Lesueur, 132 Mo., 410.
（164）State v. Foraker, 46 Ohio St., 677. State v. Powell, 77 Miss., 576. Bott v. Wurts, 63 
N. J. Law, 289. State v. Rogers, 56 N. J. Law, 480, 619.
（165）Jameson, 617. See also J. W. Garner in American Political Science Review, i, 234.
（166）Koehler v. Hill, 60 Iowa, 543.
（167）Koehler v. Hill, 60 Iowa, 543; State v. Brookhart, 113 Iowa, 250.
（168）State v. Powell, 77 Miss., 543.
（169）State v. Swift, 69 Ind., 505. In re Denny, 156 Ind., 104. State ex rel. Blair v. Brooks, 
99 Pac., 874 (Wyo.). Green v. State Board, 5 Ida., 130.
（170）Hatch v. Stoneman, 66 Cal., 633. State v. Davis, 20 Nev., 220. Livermore v. Waite, 







24 Kan., 700; State v. Winnett, 78 Neb., 379, 387; Lovett v. Ferguson, 10 S. D., 56. 
（172）このことは、総投票者数の過半数を必要とする州憲法の規定を回避するための
手段を支持する事例に明確に現れている。State ex rel. Thompson v. Winnett, 78 Neb., 379. 
State v. Laylin, 69 Ohio St., 1. May and Thomas Hardware Co. v. Birmingham, 123 Ala., 306.
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（173）10 L. R. A. (N. S.), 149, は、裁判所が重要でない憲法上の要件を任意規定として
扱うことがあることを示唆しているが、最も自由な解釈を行うケースでも、通常は
そこまではしてこなかった。しかし、このような効果を持つ独断的な考え方として、
Commonwealth v. Griest, 196 Pa. St., 396, 416 がある。ここでは、「第 18 条の第 1 項に
規定されている、次の通常選挙の 3 か月前に公表するという規定は、期限を厳格に
遵守することが必須ではない場合は、単なる任意規定とみなされるべきであると解
される。」と述べている。Holmberg v. Jones, 7 Ida., 752, 758, 759, において、裁判所は、
両院の 3 分の 2 の議員が修正案に投票しなかったとしても、その修正案が異議なく
投票用紙に掲載され、州民に承認された場合には、手続の早い段階で異議が唱えら
れたとしても、州民の承認後にその有効性を争うことができないという、禁反言
（estoppel）が働くと述べている。この解釈に対しては、後に、McBee v. Brady, 100 
Pac., 97, 101, 102 (Idaho). において疑念が示された。 修正に関する憲法上の要件につ
いては、必要な場合は法的に無視されうるという主張に対しては（すなわち、修正
プロセスが機能できないほど修正の緊急性が高い場合については）、パンフレット
Chicago and the Constitution, a report made to the Civic Federation of Chicago in 1902 by 
E. Allen Frost, Robert McMurdy, and Harry S. Mecartney, pp. 51-57. を参照。また、類例
につき State v. Winnett, 78 Neb., 387. も参照のこと。
（174）Collier v. Frierson, 24 Ala., 100 (1854). See also State v. McBride, 4 Mo., 303.
（175）Durfee v. Harper, 22 Mont., 354 (1899).
（176）State v. Tufly, 19 Nev., 391. But see p. 148, note 50.
（177）15 Mont., 8 (1894). この事件において裁判所は、モンタナ州憲法の規定は、別
段の定めがある場合を除き、強制的であると規定するが、いずれにしても要件は強
制的であったと思われる旨述べている。
（178）Commonwealth v. Griest, 196 Pa. St., 396. State ex rel. Morris v. Mason, 43 La. 





以下の引用が興味深い。「州憲法第 273 節では、投票前の 90 日間、公示を行い、
当該投票資格を有する有権者が直接、当該変更、改変、修正の賛否を投票すること
を義務付けている。私は、その通知を怠った。私は 9 月 1 日頃に自分の間違いに
気がついたが、法定期間内に公表することができないため、その時点では公表しな
かった。もしそうしていたら、この公告は合法ではなかったことであろう。」
Biennial Report, Secretary of State, 1907-09, p. 7.
（179）24 Kan., 700, 710 (1881). 
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（180）Lovett v. Ferguson, 10 S. D., 44; State ex rel. Adams v. Herried, 10 S. D., 109.
（181）31 Colo., 369, 405. See also People v. Loomis, 135 Mich., 556 (1904).
（182）裁判所の自由な姿勢については、次も参照のこと。Trustees of University of N. C. v. 
McIver, 72 N. C., 76 (1875); Bray v. City Council of Florence, 62 S. C., 57 (1901); Kadderly v. 




り、そのように意図されていたものである。Chase v. Board of Election Commissioners, 
151 Mich., 407 (1908) は、司法権を極限にまで拡大した。1907 年、立法部は修正案を
提案し、それを 1908 年 4 月の選挙で国民に提出することを規定した。州憲法には、
修正案は、提案後の「次の春または秋の選挙」において、「立法部が指示するところ
に従って」提出されると定められている。裁判所は、この文言は通常選挙―奇数年




1908 年 11 月に州民に提出され、そして採択された。
（183）Nesbit v. People, 19 Colo., 441 (1894). 
（184）Weston v. Ryan, 70 Neb., 211 (1903).
（185）29 Minn., 555 (1882).
（186）Luther v. Borden, 7 Howard, 1, 40 (1849). このケースを引用する認容判例とし
て、Bott v. Secretary of State, 63 N. J. Law, 298, および 60 Ia., 608, 614.
（187）Koehler v. Hill, 60 Ia., 543, 616. 
（188）Knight v. Shelton, 134 Fed., 423 (1905), は、アーカンソー州憲法の 1892 年修
正を無効とした。
（189）34 Fed., 204 (1888).
（190）134 Fed., 423 (1905). Knight v. Shelton と Smith v. Good は、もちろん、前者に
は連邦政府の問題が絡んでいないという理由で、簡単に区別することができる。し






（191）Rice v. Palmer, 78 Ark., 432 (1906).
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（192）Prof. Henry Schofield in Illinois Law Review, iii, 195.
（193）State ex, rel. Morris v. Mason, 43 La. Ann., 590. Commonwealth v. Griest, 196 Pa. 
St., 396 (1900). Warfield v. Vandiver, 101 Md., 78 (1905).
（194）Hatch v. Stoneman, 66 Cal., 633 (1885). 
（195）Livermore v. Waite, 102 Cal., 113 (1894). See also People v. Curry, 130 Cal., 82 (1900).





ては、次の判例も参照されたい。State v. Laylin, 69 Ohio St., 1 (1903). 
（197）Holmberg v. Jones, 7 Ida., 752, 758.
（198）9 S. D., 149 (1896).
（199）30 Colo., 262 (1902).
（200）102 Cal., 113 (1894).
（201）Edwards v. Lesueur, 132 Mo., 410 (1896).
（202）次も参照のこと。People v. Sours, 31 Colo., 387-388; State ex rel. Cranmer v. Thorson, 





（204）State v. Cox, 8 Ark., 436 (1848), 先例を覆すものとして Eason v. State, II Ark., 482 
(1851). これらのケースを論ずるものとして、Jameson, Constitutional Conventions, 4th 
ed., 581-586.
（205）Jameson, Constitutional Conventions, 4th ed., 581.
（206）Louisiana Ry. and Navigation Co. v. Madere, 50 So., 609 (Louisiana, 1909). における傍
















連して、ミズーリ州の裁判所が、最近の判例である State ex rel. Johnson v. Chicago, 















（209）この段落とそれに続くいくつかの段落の内容は、Political Science Quarterly, 
xxiv, 193. の記事から引用されている。
（210）In re Morgan, 26 Colo., 415. また、Freund’s Police Power, sec. 155. も参照のこと。
（211）People v. Coler, 166 N. Y., 1; People v. Orange County Road Construction Company, 175 N. 
Y., 84; People v. Grout, 179 N. Y., 417. また、Cleveland v. Construction Company, 67 Ohio St., 
197 (1902). も参照のこと。
（212）E. C. Meyer, Nominating Systems, pp. 196, 354. Marsh v. Hanley, Ⅲ Cal., 368; Spier v. 
Baker, 120 Cal., 370; Britton v Board, 129 Cal., 337.
（213）People v. Cummings, 88 Mich., 249; In re Campbell, 138 Mich., 597; In re Manaca, 
146 Mich., 697.
（214）State v. United States and Canada Express Company, 60 N. H., 219; Curry v. Spencer, 
61 N. H., 624. Journal of the New Hampshire Constitutional Convention of 1902, p. 596. 









州民の直接投票で採択された法律も慎重に扱うのである。」William Allen White in 










（216）Atkin v. Kansas, 191 U. S., 207.
（217）Holden v. Hardy, 169 U. S., 366. 
（218）Muller v. Oregon, 208 U. S.,412. 
（219）Lochner v. New York, 198 U. S., 45. 
（220）Knoxville Iron Company v. Harbison, 183 U. S., 13.
（221）上述の例は、実際にあったものである。In re Morgan, 26 Colo., 415; Holden v. 




で踏み込めるかは、State ex rel. Johnson v. C. B. & Q. R. R. Co., 195 Mo., 228. に示さ













はないが、いくつかのケースでこのようなことも行われている。 Knight v. Shelton, 














（224）Thayer, Legal Essays, 37-38.
（225）Illinois Law Review, iii, 303. スコフィールド教授（Professor Schofield）の引用















ク州裁判所の判決が、まさに適切である。State v. Lochner, 177 N. Y., 145, において、
パン屋の労働時間を規制する法律に対して、州の控訴裁判所は非常にリベラルな態
度をとり、当該州法を支持したが、Lochner v. New York, 198 U. S., 45. により、連
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邦最高裁判所に覆された。その後、People v. Williams, 189 N. Y. (1907), 131, では、
州裁判所は非常に厳しい見解を示し、女性の労働時間に関する州法を無効にした。
しかし、連邦最高裁判所は、その後しばらくして判決を下した Muller v. Oregon, 




（228）Oberholtzer, Referendum in America, chap ⅲ . Dealey, Our State Constitutions, p. 9.
（229）Virginia, secs. 155, 156 1. Oklahoma, Art. ix, sec. 35; Art. xii, sec. 3; Art xx, sec. 2. 
このような変更は、間違いなく、裁判所によって、単なる通常の法律として処理さ
れるであろう。




















提案は、有権者の 1 つの意思表示で両方の議案に答えるように、1 つの提案にまと
めることはできない。」
（235）Governments and Parties in Continental Europe, ii, 296-297; International Journal of 

































（241）ウイリアム・アレン・ホワイトは、前掲注（238）の論文 (American Magazine, 





たケースを知らない。ホワイト氏が意識しているのは、明らかに、State v. Thorson, 
ウオルター・フェアレイ・ドッド「憲法修正手続の起源と発達」(2) 完（藤田）
- 231 -
9 S. D., 149; Lovett v. Ferguson, 10 S. D., 44, and State v. Herried, 10 S. D., 109, で あ
ろう。ここで裁判所は、技術的な理由で修正を無効にすることはできないと述べて
いる。同様の見解が、参照された法律にも適用されることは間違いない。
（242）48 Ore., 309, 319 (1906). Stevens v. Benson, 50 Ore., 269, また、Palmer v. Benson, 50 
Ore., 277 (1907) は、オレゴン州裁判所がイニシアチブとリファレンダムに対して特
別な配慮をしたケースとは考えにくい。どちらの判決も有利なものであったが、そ








るかは、通常、憲法会議の裁量に委ねられている。第 1 案と第 2 案の違いについて
は、変更点が大きく、別の修正案として提出するのが混乱する場合や、提案された
変更点が、一部が承認され、他が却下されるのは好ましくないと考えられる場合に








2 の賛成を得て、その困難を克服したのである。」Borgeaud, 143, 144. 憲法会議では、
完全な憲法を提出することのほうが、慣行である。Jameson, 4th ed., 531-533;。 
Borgeaud, 155-160; Oberholtzer, 118-120. を参照のこと。3 番目の方法は、ある法案を
憲法全体とは別に提出することが適切だと考えられた場合によく用いられ、1889
年にはノースダコタ州、サウスダコタ州、ワシントン州が、1907 年にはオクラホ











ている。Pamphlet submitting constitution of 1908, p. 66. 憲法会議の条令制定権







うな規定の存在が認められない場合、その権限は存在しない。」Jameson, 4th ed., p. 
622.





（dicta）については、次を参照のこと。Livermore v. Waite, 102 Cal., 118, および
Carton v. Secretary of State, 151 Mich., 340. カリフォルニア州の判例における記述
は、カリフォルニア州憲法の規定の解釈としては明らかに正しいが、1850 年のミ
シガン州憲法の下では、判例はそれほど明確ではなく、上記で示唆されているよう







（247）Jameson 4th ed., 562.
（248）Jameson, 4th ed., 573-574.
（249）Bryce, American Commonwealth, 3rd ed., ⅰ , 475, 667-670. Oberholtzer, 97-98. 
Jameson, 4th ed., 561. Dealey, Our State Constitutions, p. 9.
（250）1894 年、ルイジアナ州立法部の両院合同委員会が若干の修正案を作成したが、




置された。 (Georgia laws, 1901, p. 756), しかし、これらは単なる立法部内の委員会
であり、立法機関から独立して修正提案を作成する委員会ではなかった。
（251）Lincoln, Constitutional History of New York, ii, 469-473, 683- 725. 委員会の効用につ
いては、以下を参照のこと。Jameson, pp. 570- 575. Oberholtzer, 93-94; Dealey, 17-18. ま
た、 N. J. Laws, 1852, P. 546; 1854, p. 544; 1873, p. 844; 1881, p. 187; 1894, p. 556; Report of 
the Commission to Revise the Constitution of Rhode Island (Providence, 1898); Report of 
Vermont Constitutional Commission (1910).
（252）Lincoln, Constitutional History of New York, ii, 469-473.
（253）Ibid., ii, 683-725.
（254）Jameson, 4th ed., 574.
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